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名古屋大学 未来社会創造機構 モビリティ社会研究所

社会的価値研究部門
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ディレクター
谷川 史郎 特任教授

副研究所長
武田 一哉 教授

研究所長
鈴木 達也 教授

企画戦略室

室長：青木 宏文 特任教授

プロジェクト
戦略ボード

教授 11 助教 8

准教授 7 研究員 6

講師 1 研究員(学生) 2

客員教授 12

客員准教授 9

招へい教員 8

モビリティ社会研究所の体制

※特任・パートタイム勤務を含む

先進ビークル研究部門
（部門長：鈴木達也／副部門長：村瀬洋）

モビリティサービス研究部門
（部門長：武田一哉／副部門長：河口信夫）

社会的価値研究部門
（部門長：森川高行／副部門長：高田広章）

教授 3 助教 2

准教授 4 研究員 5

研究員(学生) 5

教授 3 助教 2

准教授 6 研究員 3

講師 2 研究員(学生) 1
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モビリティ社会研究所の特徴

ソフト・ハード・データに関する
モビリティ実証プラットフォーム
（キーテクノロジー＋テストベッド）

車両性能実証装置

本格的VR機能を活用した
ドライビング・シミュレーター
実走行時のLiDARデータ
高齢者DB等

自動運転車両

世界発オープンソースの
完全自動運転ソフトウェア

人間中心の視点から学際的な
研究・実証を推進

工学、情報学、経済学、社会学・法学、
認知科学、心理学等との融合研究を通じて、
技術・社会システム構築にフィードバック

ディレクターとプロジェクト戦略ボードの設置
学外の有識者・実務者が、ニーズ(産)と事業・施策(官)と
シーズ(学)を持ち寄り、新規プロジェクトの創出を図る

⚫ オープンイノベーションに根ざした組織的な産学連携
（産産学学官官連携）の実現

⚫ 社会変化に迅速に対応するプロジェクト設定・運営

機能分化による
研究推進体制の充実・強化

特徴

２

特徴

３

特徴

１

特徴

４

産学連携による新たな人材育成－産学共創教育－
プロジェクトと連動したプログラムで、

総合力の持った博士課程人材の育成・社会人のリカレント教育を推進

※ 先進モビリティ学を拡充し、新しい大学院プログラムを構築する

知の集積

豊富なモビリティ研究資源・多彩な人材を活用し、
ヒューマン・セントリックな視点から未来のモビリティ社会を拓く

ヒューマン・セントリック・モビリティ
（HCM）

SMART
人と賢く調和

DEPENDABLE
人を安心・納得

させる

ACCESSIBLE
人に役立つ

ACCOMPANYING
人に寄り添う
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社会的価値研究部門の研究スタンス

◼モビリティの意義を根源からとらえる

✓ 人はなぜ移動するのか

✓ モビリティは人の幸せにどう影響を与えているのか

◼モビリティを社会の基盤（インフラストラク
チャ）と考える

✓ 車を運転しない人の生活基盤をどう提供するか

✓ モビリティを支える情報基盤はどうあるべきか

◼モビリティイノベーションを社会変革のチャンス
と考える

✓ 社会的受容性はどのように醸成されるのか

✓ 生活はどのように変わるのか

✓ 法制度基盤はどうあるべきか
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HCM研究の中で当部門が担当するテーマ

1. 説明できる運転知能技術

2. リアルタイムに周辺交通参加者と合意形成する技術

3. 個人個人に適合する運転支援・自動運転技術

4. モビリティの需給取引とそのプラットフォーム

5. 過去を再現し、未来を予測する大規模交通シミュレータ

6. モビリティシステムの安全性を説明する手法

7. CASE化を見据えた地域交通システム

8. CASE時代に必要とされる道路利用料金システム

9. 新しいモビリティシステムのリスクマネジメントと社会受容性

10. レベル4自動運転移動サービスを実装するための法制度
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森川研究グループ

◼森川 高行（教授）
✓ 名古屋大学COI研究リーダー

◼山本 俊行（教授）
✓ 未来材料・システム研究所

◼三輪 富生（准教授）
✓ 未来材料・システム研究所

◼金森 亮（特任准教授）

◼中村 俊之（特任准教授）

◼田代 むつみ（特任講師）

◼姜 美蘭（特任助教）

◼大野 沙知子（特任助教）

◼小澤 友記子（特任助教）

◼剱持 千歩（研究員）
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モビリティブレンド®：交通弱者にも使いやすいモビリティサービス

ゆっくり自動運転®：ゆっくりの速度で人や社会と協調する自動運転

ゆっくりコムス
自律走行機能統合

実証実験
ラストマイル移動サービス

交通不便地域にお
いて
既存の交通システ
ムに足りないパーツ
をブレンド

ラストマイル・シェアカー・自動
バレーパーキング・近距離巡回
バス・・・

豊田市足助地区、稲武地区、
高蔵寺NTで公道走行実験済

2021年度に実運用開始予定

導入する新規手段

ゆっくりカート
日本初自動運転ゴルフカート

森川研究グループ①

モビリティブレンドとゆっくり自動運転
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自動運転車両の最適合流制御に関する
シミュレーション分析

【 脳血流】 【 心電】 【 呼吸】

【 発汗】

【 皮膚温】

運転ストレス分析による安全運転支援 中山間地域におけるモビリティサービス社会実験

コミュニティーバス
「あいま～る」

自動運転車共同利用システムに関する
需要予測分析

所有し貸さ

ない55%

所有し貸出

す13％

所有

なし

借…

利用意向調査結果

潜在需要シナリオシミュレーション

森川研究グループ②

自動運転車の交通システムへのインパクト
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高田研究グループ

◼ 高田 広章（教授）
✓ 未来社会創造機構モビリティ社会研究所社会的価値研究部門

✓ 大学院情報学研究科情報システム学専攻（兼任）

◼ 佐藤 健哉（招へい教員）
✓ 未来社会創造機構モビリティ社会研究所（招へい教員）

✓ 大学院情報学研究科附属組込みシステム研究センター（特任教授）

◼ 渡辺 陽介（特任准教授）
✓ 未来社会創造機構モビリティ社会研究所社会的価値研究部門

✓ 大学院情報学研究科情報システム学専攻（協力）

◼ 松原 豊（准教授）
✓ 大学院情報学研究科情報システム学専攻

✓ 未来社会創造機構モビリティ社会研究所社会的価値研究部門（兼任）

◼ 草山 真一（研究員）
✓ 未来社会創造機構モビリティ社会研究所社会的価値研究部門
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高田研究グループ①

交通社会ダイナミックマップの開発

◼ 自動運転・交通マネジメント分野における情報共有の重要性
✓ 広範囲の最新状況を知るために，通信によるお互いの位置や周囲の
情報の共有が必要

自車センサのみ

危険を避けて走行

周辺車両との情報共有

より賢く走行

交通社会ダイナミックマップ ＝ 交通データ分散管理のための情報基盤

センサ単体のカバー範囲は限定的
（例: LiDARは半径120m程度）

クラウド

通信基地局
（エッジ）

合流地点
での競合

加減速や車線
変更の提案

エッジ内でのリアル
タイムな情報共有

全国からデータが届くため
リアルタイムな応答は難しい

提案アーキテクチャ：
クラウド/エッジ/組込みに
またがる三層構造

非リアルタイムな情報管理

公道での合流調停実験
(横須賀市 YRP 2018年11月)

危険や非効率の解消将来の予測
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高田研究グループ②

モビリティサービスの分析・論証フレームワーク

モビリティサービスの安心と社会受容性の醸成に向けた分析と論証技術

(1)モビリティサービス(MaaS)のモデリング

GSN0 2019/04/11

1 / 1

SOTIF a fter SOTIF Release

G1

SOTIF Managem ent a long  a ll the 
op erating  lifetim e
製品の全運用期間を通じて， SOTIFの要件満
足（ 完全性） を維持するための変化対応につ
いて議論する

S1

2 ) 
SOTIF完全性を侵害する
可能性のある変化に対応
し ， できる限り 完全性を
維持する

G3

SOTIF完全性を侵害する
可能性のある変化を予測
・ 検出する

G4

システムの変化を予測・
検出し ， できる限り
SOTIF完全性を維持する

G4_1

外部環境の変化を予測・
検出し ， できる限り
SOTIF完全性を維持する

G4_2

予測と 検出方法に分けて議
論する

S4

SOTIF完全性を侵害する
可能性のある事象の発生
を予測する

G5

予測可能な外部環境の変化事象
（ Exam p le of the  of evolution of 
contex t） :  … ３ ） に対応
- Regula tion m od ification
- Infrastructure m od ification
- New k ind  of usages
- New vehicle techno logy
- Intensification of AD car w ithin 
the traffic
- Mod ification of users hab its in 
genera l,  or resulting  on the use 
of the system

C1

予測可能な事象ごと に予測
方法を議論する

S5

SOTIF完全性を侵害する
可能性のある事象の発生
を検出する

G5_0

検出可能な事象ごとに検出
方法を議論する

S5_0
検出可能な変化事象リ スト
・ インシデント レポート の仕様
・ 故障情報
・ 事故報告

C2

SOTIF完全性を維持するた
めに， 即時的に対応する必
要がある場合と ない場合に
分けて議論する

S6

システムの変更内容と 時
期をステークホルダ間で
と合意する

G6

システムを変更する必要
がないこと をステークホ
ルダ間で合意する

G6_0

ステークホルダ
に説明する

Sn3

インシデント レポート を
獲得する

G7

・ インシデント レポー
ト を提出する仕組みの
構築
・ インシデント が
unforeseeab le
(unknown)リ スクであ
るかどう かを判断する

Sn4

法規の変化を予測する

G8

インフラの変化を予測する

G9

法規の議論に参
加する。 議事録
を収集し て解析
する。

Sn5

道路工事計画情
報を収集する

Sn6

・ 故障原因の分析
・ ソフ ト ウェ ア更新の申請
・ システム変更仕様書を発
行する
・ 製造計画書への反映
※本来は， 変化要因ごとに
分けて記載すべき

Sn7

SOTIF完全性をできる限り
維持するために， 外部環境
の変化事象の分類ごと に議
論する

S7

道路システムの変更に対
応する

G10

ステークホルダの変化に
対応する内容と 時期を関
係者と同意する

G1 1

ステークホルダ
の教育

Sn8

・ ・ ・ の情報を獲得する

G12

・ ・ ・ の仕組み
を構築する

Sn9

ステークホルダの定義

C4

リ スクに関する
説明方法を変更

Sn10

対応する内容ごと に議論す
る

S8

知識を追加・ 変更する

G14

システムに対する過渡な
不安， 噂を解消する

G15

ステークホルダの変化の
リ スト
・ 知識の変化
・ 過渡な不安の発生
・ 噂・ 偽情報の発生

C6
社会システムの変化に対
応する

G1 6

業界団体に専門
委員会を立ち上
げ， 既存製品へ
の影響を分析す
る

Sn11

国レベルと 企業レベルに分
けて議論する

S10

国レベルでの対応方法を
検討し て合意する

G19

企業レベルでの対応方法
を検討し て合意する

G20

社内に検討委員
会を立ち上げ，
開発プロセスや
製品への影響を
分析する

Sn13

国レベルと 企業レベルに分
けて議論する

S11

変更に対応する担当（ ス
テークホルダ） ごと に対応
方法を議論する

S12

自動車メ ーカと サプライ
ヤが変化に適切に対応す
る

G21

ディ ーラと 修理業者が変
化に適切に対応する

G2 2

変化対応担当リ スト
・ 自動車メ ーカ
・ サプライヤ
・ ディ ーラ
・ 修理業者等

C8

・ マニュアルの
整備
・ 部品交換， 修
理の実施

Sn14

システムの変化事象のリ スト
・ 故障の発生
・ 不具合の発見 … ４ ） に対応
・ 機能追加・ 変更 … ４ ） に対応
・ インシデント レポート から分かること （ Exam p le of 
incid ent  rep ort source）  :  … ２ ） に対応
- accid ent or incid ent rep ort
- d river’s verb atim
- cla im ing  p rob lem s
- on b oard  m echanism  signa ling  ab norm a lities

To recover within a  tim e fram e to keep  reasonab ly 
accep tab le risk .

C9

システムのSOTIF完全性
の侵害は， 何らかの変化
に基づいて発生する

C10

国レベルでの対応方法を
検討し て合意する

G19_0

企業レベルでの対応方法
を検討して合意する

G20_0

・ ODDへの影響
を分析する
・ 地図システム
への影響を分析
する

Sn11_0ステークホルダ
に情報を伝達す
る

Sn11_1

SOTIF完全性を侵害する可能性のあ
る変化事象のリ スト
・ システムの変化
・ 外部環境の変化

C11

SOTIF完全性を侵害する可
能性のある変化事象ごと に
対策を議論する

S13

外部環境の変化事象の分
類
・ 道路システムの変化
・ 社会システムの変化
・ ステークホルダの変化

C12

社会システムの要素
・ 国連法規
・ 国際規格
・ 国内法規
・ 国内法律

C13

１ ） のSに対応？

２ ） と ４ ） に対応

３ ） に対応 変化事象の予測・ 検出手段に
関する議論

テキスト

予測可能な事象リ スト

C2_0

(3)安全性とレジリエンス性分析

関連団体
（公財）自動車技術会 自動運転に係わる総合信頼性の継続的確保に向けた標準化検討委員会
（一社）ディペンダビリティ技術推進協会 自動車応用部会

(2)モビリティシステムのライフサイクル

サービス運用時の
リスク管理，社会や
環境の変化への対
応を重視

安全に関する国際
規格議論に提案中

FRAM

ArchiMate

サービスの安全性や緊急
時対応等の説明に
役立つ論証フレームワーク

既存サービスの検証や
改善にも活用可能

GSN

車両だけでなく，サービス全体での説明と
論証を支援する仕組みの提案
(1) モビリティサービスのモデリング手法の開発
(2) サービス運用を含めたライフサイクルの規定
(3) サービスレベルでの安全性とレジリエンス性

の分析手法の開発

→ 日本発の国際規格IEC 62853を活用

車両だけでなく，販売者，利用者，
保守者等の全ステークホルダを明確化

要件抽出

参照
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上出研究グループ

◼上出 寛子（特任准教授）

◼森川 高行（教授）

◼中山 典子（研究員）

◼中條 芳樹（研究員）
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地域拠点での場づくりを通じた高齢者の
ニーズ・シーズのマッチング
・廃校を利用した「つどう・はたらく・つ
くる拠点 つくラッセル」が開所
・豊田市旭地区のお出かけ拠点形成
・モビリティ技術の社会実装

高齢者のwell-beingに資する技術
• well-being要因の心理学的分析
• イノベーション技術の社会受容性に

関する評価へと今後展開

上出研究グループ

移動と幸福感の理論モデルと地域への社会実装

理論モデル 社会実装
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中川研究グループ

◼中川 由賀（客員教授）

✓ 中京大学法学部教授

✓ 弁護士

◼森川 高行（教授）
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中川研究グループ

モビリティ革命に伴う法制度整備

CASEに要約されるモビリティ革命を迎える中で、新たな技術のポテンシャルが十分発揮され、

かつ、安全性が十分確保され、法的責任が明確化された法制度のあり方を検討し、

他機関における同趣旨の取組みと連携しながら、追加的な提案を行う。

取組み

文理融合・産官学の枠を越えての情報・意見交換の場

✓ 「CASE研究会」として月1回開催

✓ 理系・文系から一人ずつの講師を招いての講演と、
フロアも含めた質疑応答とディスカッション

取組み

2

➢技術の発展や技術・サービスを取り巻く社会情勢の変化を

いち早く把握

➢法整備を推進を図るための啓発活動

レベル4自動運転の社会実装に向けた法制度設計の提案

✓ 各地の実証実験関係者、他大学研究者、企業関係者等との
意見交換・ヒヤリング

取組み

1

➢規制法のあり方についての課題整理と提言

➢法的責任のあり方について課題整理と提言


